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社会保障国民会喜討ま、社会保障のあるべき婆と財源問題を含む今後の改革の方向につい  

て、国民目線で法論する喝として、内閣総理大臣の下に本年1月に設置された。   

以乳今日まで約10ケ月、全書蓋の下に置かれた3つの分科会を含め、合計で31回にわた  

る会誌を重ね、社会保埠を巡る撞々な課題について精力的に言責話を行ってきた】   

この間、5月には公的年会の財政方式に関するシミュレーションを公表し．6月には中間報  

告をとり吉とめたところである。   

中間報告においては、今後の社会保障が進むべき道茄として、「制度の持続可能性」ととも  

l＝「社会保障の桜範強化」に向けての改革に取り組むべきことを提起した。   

本最終弱告は、中間報告及び中間報告において積み猿した課題を中心に中間報告後に行  

った護論を含め、これまでの会誌における全体の言責倉をとりまとめたものである。  

「∴∴‥・；二し  －  

師疫憂⊇二三ヨー  

2 これからの社会侃障～中間繹告が示す道筋－  

1社会保障国民会喜曳こおける三悪論の出発点  

（1）匠眉の安全と安心を支えるネ土合保障   

社会保障制度は．私たちの暮らしを支える豊も重要な社会基盤。国民の期待に応えられ   

る社会†某隆制度を構築することは、園貢の基本的な更庄のひとつである。  

；：2）時代の要言百・社会の変化に応える社会保障   

社会保障制度を、持続可能なものとしつつ、紹済社会の祷々な変化l二あわせて、その桧   

能を吉封ヒしていかなければならなし、二  

（3J全ての国民が参加し支える、国民の倍額に足る社会保障   

社会的な相互強幼の仕組である社会保障制度は全ての国展にとって必要なもの。給付の票  

側には必ず負担がある。回矧こはサービスを利用する福利と同時に制度を支える宣伝うくあ  

，   
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各社会経済の進歩・技術革圭斤の成果の団民への遠元  
技摘草紡の成果がサービスの効峯化や賽の向上に活かされることが必要である。  

痘〉給付と負担の透明化を通じた制度に対する情穎、国民の合意・納得の形成  

ライフステージの各校階で、自分の人生星雲措†と社会保障がいかに密接に関わりあって   

いるかを分かりやすく明示されることは、社会保悸に対する・理解を深め、制度への信縛   

や改革への合意、必要な負担への納得を形成していく上でも非常に屋衰である。  

豆）当事者として国民全体が社会傑嘩を支えるという視点の明確化  

社会保障制度においては、国民一人一人が給付・負担の両面で社会保障の当事者であ   

り、社会保障の給付を受けサービスを利用する権利があると同時に社会保障制度を支え   

ていく責任を負っている．制度運営に参加することも国民の権利であり云任でもあり、その   

貢項が図られるよう政府は常に最大確の努力暮すべきである。  

（2）社会保障を支える基盤の充実  

r手套定的な寄主済成長の確保  

社会保障は国民生活の安定を通じて経済を支え、経済は社会保障を支えている．安定   

的経済成長に寄与することは、結局は社会保障制度自身の基盤を支えることにつながる。   

官＼現役世代の活力の維持・強化  

社会保揮の支え手である男役世代の活力を可能な限り維持し強化していくことが不可欠。   

若者・女性・高齢者など、働く意思のある人は誰もがその能力を伸ばし、社会で発揮できる   

ようとしていくこと、将来ーこ希望を持って安心して拗けるよう、雇用枚会、能力発揮僚会を拡   

大することが重要である。さらに自助努力を促進する視点から現役時代の金融笹屋毒碩を   

促進するための制度拡充も幽るべきである⊃  
②ユニ′トサル社会の夷現  
年齢や性別、障害の有無などにかかわらず、能力と意思のあるだれもが、その持てる   

力を発揮して社会の捜し、手、支え辛として社会活動に春画し活琵で書る社会の実現が∫重く   

望まれる。  

（3）高齢期の所得保障  

高齢期の所得保障は、自らの勤労所得・財産所得・年金所得の適切な組み合わせが基   

本Jこなるが、現実には公的年金が高齢期の所得保障の娃となっている－改めて言う言でも   

なく、公的年金制度の長軸i勺な安定・給付水準の確保は重責な課題である。  

ふ公的年会（基礎年会）の財政方式  

苺標年金制度の財政方式については、平成21年度からの碁掟年金国庫負担のLノ2へ   

の引き上げ宗施を前提に、墓石楚年金制度の財政方式について、現行社会保険方式、現行  

ど．  

（4）国と地方が協1誠ノて支える社会保障   

社会保障制度の括築と現場での適用の両面において、恩と地方公共団体がそれぞれの責   

任を果たしながら対等の立場で協力し合う関係を築〈ことが重責である。  

2社会保障改革の基本的視点   

2000年以降の屋宥・年金・介護などに蘭する一連の「社会騨考遥改革」により、社会保障  

制圧と経済財政との空合性、制度の持去完可能性は高まった。   

しかしながら、今日の社会保障制度は、少子化対策への取組の遅れ、高齢化の一層の進行、  

医療・介護サービス提供体制の劣化、セイブティネット枚能の低下、制度への悟頴の低下等の  

手美々な課題に憧面している。  

「制度の持株可絶佳」を確保していくことは引き続き重要な課題であるが、同時に、今後は、  

社会経済構造の変化に対応し、r必衰なサービスを保障L、国民の安心と安全を花信するため  

の「社会保障の権能強化」」に重点を置いた改革を進めていくことが必要である。  

3 社会保障の茂能弓削ヒのための改革  

（り 社会保障の制度設計に際しての基本的な考え方   

啓白立と共生一社量的公正の実現  
私たちの社会lま、個人の自助・自律を基本とし、一人一人の安全と安心は、相互の助け   

合い・連帯によって支えられている。社会的な連帯・助け合いの仕組である社会保障制度   

は、r所得再分配の稔能」を通じて∴給付の平等・負担の公平という「社会的公正」を実現す   

るものである。  

②持緑可能性の確掛園長の多様な生き方の尊重  
団塊世代が75矧＝なる2025年以降を見通し、長期にわたって持続可能な制度の祷葵   

を追求する必妻がある。同時に、社会保障制度は、人々の暮らしや価値観の変化に対応し   

た制度であるべきであり、個人の隠黄道択、就労形態や生き方の選択によって制度の適   

用、給付や負担に不合理な格差が生じるようなことがあってはならない。  

③効率性・透明性  
社会保胡甜」度は効率的で、開幕で分かりやすいものであることが必要である。  

④公私の没割分秒地域社会の協働  
公的な支えである社会保齢臆■とともに、一人一人が地域社会の一員として様々な地域   

社会の支え合い・助け合し、の仕組に参加L、共に支え合っていくことが重責であるっ  

23  

必要な人的・物的資源の計画的整備をj干うことが必要である。  

・影締艮酬体系・介経書甜体系の見直し   
改革を実現していくためには、安定的な財源の確保・継続的な資創生入が必要だが、同  

時lこ医療制度・介旺制度内部での疑相配分のあり方についての見直しも必急診療報謝・  

介覧報酬体系そのもの、基本骨格のあり方にさかのlまった検討が必要である．  

⑤医療・介ほノこ関する将来試算の実施   
あるべきサービスの婆はどのようなものなのか、そのことを明らかにしつつ、それ雇実  

現し、維持していくためにはどれだけの要用（フロー・ストック）が必要なのかを‡宙十する試  

算を早急に実施費用推計喜式算を宣告まえ、財源の確保方策について検討を行う。  

社会保険方式の修正案、墟方式（複数案）について、客読的・中立的な定量的シ三ユレーシ  

ョンを実施し、関連賃料（バックデーーーウ）とともに公表した。   

建設的な制度改革論誌を行うためには、共通の土台となる客硯的・奏孟朗勺データに基づ  

く議論が不可欠。このシミュレーション結果がそのような「共通の土台となる基堤資料」とし  

て活用され、甚碇年金の財政方式に関する藩急がさらに深まることを期待する。  

虔・未納問題への対応   
未納はマクロ的には年金財政に大きな影響を与えるものではないが、未納の増加（とそ  

れによる無年金者・低年会者の発生）は、皆年金制度の理念を脅かす大きな開題。未納者  

の属性を分析し、   

・低所得者についての免除制度の積極的活用   
■非正規雇用者・非適用幸美所見用看への厚生年金適用の拡大・雇用主による代行徴収   
・確信的不払者（多くは中高恕所得者）に対する強制徴収の集施  

などの属†封こ対応した実効ある対策を早急に実施することが必要である。  

r…・無年金・低年金問題への対応   

現行の納付率で将来無年金者が大きく増大することは考えにくいとはいえ、将来にわた  

って継続的に高齢者の一定割合（約2％）の無年金者は発生。未納対策の徹底とともに、  

最近増加しつつある生活保誼受給者の状況にもかんがみ、基礎年金の最低保障韻の設  

定、弾力的な保田斗追納等の相星を検討すべきである。  

（5）少子化・次世代育成支援対策  

・丑未来への投資としての少子化対策  
少子化は白木が直面する最大の謀乱基本は、就労と結婚・出産・千育ての亡者択一   

構造」の解決を通じた「希望と現実の奉軌の醍胤「仕事と生活の調和の実現」と「子育て   
支援の社会的基盤の拡充」を車の両輪として取り組むことが重要であるぅ   
②仕事と生請の調和の推進  
r仕事と生活の調和（り一ク・ライフ・バランス）憲章j、「仕事と生活の調和推進のための   

行動指針」に基づき、全ての働く者について社会全体で閻き方の見直しに取り規んでいくこ   

とが必要である。   

③子育て支援サービスの充実   
1歳の璧、4歳の望、小1の璧、小4の璧の負…消など利用者視点に立ったきめ描かな運   

用面での改善が必要．また、施策の担い手となっている市町村レベルでの取組の充実、省   

庁間の連携の線化を図るべきであるら   
尾上地域こおける子育てⅠ景境の警備  
地域の多積な主体が担い手となり、子ども自身の視点に立つとともに、親を一方的なサ   

ービスの受け手とせずその主体性とニーズを尊重し、子育てが孤立化しないように、子ど   

も自身と規の成長に寄り添う形で支援することが重要である．  

骨少子化対策に対する思い切った財源投入と新たな制度結系の淫美  
大胆かつ効果的な財政投入を行ってサービスの質・墨の抜本的拡充を回るペき」司時   
に、甥在境々な制度に分かれている子育て支援関係サービスを再構成し、一元的に提供   

することのできる新たな制度体系の構築が不可欠である。  

（6）セイブティネット塩能の強化   

社会保障制度が持つリスクヘッジ敵組の酎ヒ、適時適切なサ¶ビス提供の実現という星琵   

（4）医療・介箆・福祉サービスの改革  

①医療・介護にかかる需要の増大  
75護以上高齢者の増大・家族介謳力の低下・地域のサポートカの低下等々により医療・   

介笹サービス需要は増大。需要に応えるサービス確保のための将来の財源確保が大きな   

課題となることは不可避。  

一息不十分非効率なサービス捷供体制  
我が国の病院は、人的・物的資源の不足、非効率が指礪はれる一方で、救急医療問題、   

地域医森の困窮、産科小児科医の不足など様々な課諷こ直面している。これらの課姐＝   

対し現物皆でできる緊急の対策を講じていくことが必要だが、同時に構造問題の借浣への   

取組が不可欠である。  

信・サービス操供体制の構造改革と人的斉源・物的資源の計画的整備   
「選択と集中」の考え方に基づいて、病床鹿能の効率化・高度化、地域における医療建   

舘のネットワーク化、医療・介建を通じた専門乾漣聞の崖能・役割分担の見直しと協働体制   

の構築、人的貿源の計画的覇成▲確保など、効率化すべきものは思い切って効率化し、他   

方で資源を集中投入すべきものには思い切った投入を行うことが必要であり、モのために  

」   
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化などに加え、就労インセンティフに配慮した運営や、能力閲覧が不十分で自立が国難な   

芸者について、基馳〕勺なレベルの訓績や、ジョブ・カード制度の活用等による実践的な割綾   

の磋会の提供等が必要である。   

さらに、改正最低貰会法の趣旨に従って最低賃童を引き上げ、労廃者の生活を下支えし   

ていくことも重要である。   

低所得者対策として各社会保障制度ごとにきめ細かく負担軽減窒が講じられているが、   

糾度ごとの体系がバラバラであり、複経であるL筐】民の視点からみて、分かりやすく利用し   

やすいものとするよう別便を見直L、各制度の担当者が相互理解に努めるとともに、制度頂   

断的視点l二立って、ワンストソプサービスなど手続きの筒栗1ヒや負担の覆滅、必要な事汚  

の姫化のための茎監碧耐社会保障音号・カードの検討等を進めるべきである。  

く2）古巨力闘寛政惹  

句工程表と不断の施策改善の仕組  
中間とりまとめに記された施策の具体的な推進体制を整備し、エ諸表を作成」て、早急  

に冥施すぺきである。  

施売買施に際しては、過去への反省も十分に踏まえ、施集効果を客観的に把握し施策   

の改善に不断に反映させる恒久的な仕組を糾度に組み込むべきである。   

官能力開発施策体制の掛ヒ  
枝美能力訓緯掠等のコース′カリキュラムを介護などの今建一暦成長が見込まれる分   
野のウェイトを高めるよう見直すとともに、その内容も就労時に実際に求められる能力の   

開発につながるものとするなど、或労ニーズに即した結力開発の英領に向け、至急かつ   

終結朗に取り組むべきである。  

慌某能力開発地宗は、教育、恩吊保検を活用した職責訓練はもとより、生活保護との蓮   

抗をさらに誰化する必至が大きい。また、地域毎に異なる産業・雇用の実態に印し、芸ら   

に施策対象を明確化Lてきめ細かに対応する必要もある。したがって、国が全酎勺な視   

点から引き続き責任を果たすことはもとより、地方への十分な財源の確保や、権限移譲も   

含め、地方がより主体性を持ち、国・自治体・教育界偏差界が一体となって各分野の追   

詰を耗合的・有枚的に連動させかつきめ細かに冥施運用できる体制を定立すべきてあ  

る。   

魯詰責生涯長期化に対応Lた能力開発  

高齢化が一層進展する我が国において、長期化する一人一人の職業生涯モ持続可能   

で充美したものとしていくための階差能力開発への支接を強力に進めるペきである。   

旬若年時能力開発対簑による社会保障の基盤弓睾化  
若年時の能力開発の充実は、生涯にわたる安定した雇用の大音曜となるものてあり、  

点から、′‡高額療責斐斜度の改書（現物給付化など）、r喜1低所得者対策の見直L（制度積跡   

的な改革）を行うペき。ITの活用や社会俣悼番号制の導入槙討を積椅的に推進すべきであ   

∴  

（7）制度に対する信盲扇の回蛮・国民目頴に立った改革の実施   

し壬・公的年金利度への信主組複  
硯行訊度に対する不信は．副圧そ九自体の問題というよりは制度運営に関わる毘に対   

する信頼の低下に起居する面が大きい。公的年金制度の1言幸貞を向複させ、本来の塩鮭を   

十全に発揮させるたのにも、昏は、訂渡への信号員の回顔のために総力をあげて努力すべ  

きであるコ   
t亘運用面ての改善  

社会保ポ音宗】j度に関しては、大きな制度改革も皇室だが、地方分権の視点に立ち、現行制   

度の運用を改書することで解決で苦る諾題も多い．還吊改善で対応できる事項については、   

本中間報告での指碩を鐸まえて、政府において早急に対応すべきであるにの点は「3 中   

間報告後の三童話」7〕、ら生まれた提言についても同積てある。）。  

［互画  

中間緒告においては、セイブティネット緩能の強化の－一王買としての低所得者対策、現役世代  

の活力の維持・弓童化のための能力開発政毒妄．医療・介護のあるべき嚢を芙現していく吉見点から  

の医療・介護登用のシミュレーションの実施、新しい次世代育成支援システムのあり方といっ  

た亘島点が．なお引き続き法論を詰めていくべき論点として残された。   

中間報告以降、これらの論点について各分科会において議論が行われ、現行制度の問題  

点と改善のための具体策について、次のとおり吉見をまとめた〔  

′1）低所得者対策   

低所得者への就労支援を行う上で、日本経済の成長、暗に中小企菜での就労誌会の拡   

大が重要。また、地域ごとに雇用事憎が異なることに応じたきめ細かな就労支援施策の真   

読が必蚤である｝   

施策実施に際しては、i重責への反省も十分に踏まえ、施這効某を客ぎ旦的に把還し施完の   

改善に不帆こ反映させる短久的な仕纏を制度に組み込むべきである．   

若年罷なと規子光代が生活保謹を受けざるを指ないときに、そこから抜け出す力をつ（づ   

るための「ばね掻」のような政策が必要。自立支1嘉に向けたハローウーウ、巳治体の取組強  
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予防の強化による悪書数減（外菜患者約3三万ノU白瓜  

匡稟品・医療損器の効率化等の効責化（伸び窒ケース圧：の場合）  

を見込んだ。  

・20コ5年に、匡摂・介護糞用は現状のdl兆円（対GDP比79％）が、現状指影シナリ  

オで85兆円程度（10S－109・1も程度）．改革シナリオ（Bl一日3）で9卜9－1兆円程度  

（116←12∩‘〉も寺呈度）。  

一 追加的に必要となる公党財源については、現状投影シナリオで対GDP比十i4〃も程度、  

改革シナリオ（Bl～B3ノで＋18－20‘シ乙手堅度。これを消菓税率換算で見ると、現状投宗乏シ  

ナリオで3％程度、改革シナリオ（Bl－B3）で4％程度。  

・なお、途中年次（2015年）時点で見れば、追加的に必要となる公費財源は、改革シナ  

リオ（Bl－B3）で対GDP比十0．6－07％程度、消費税率換算では1ウ■ん程度，  

低所得に陥らなし、ようにするためl＝も重要である。そして、このことは雇用保険制度の支  

え手の確保・先買にもつながる∴若年能力開発対宗によって、雇用保暖制度の安定的な  

運営を確保するとともに、社会保障制度ひいては我が毘経済社会全体の基盤の強化を回  

るペきであるさ   

）医療・介云重安用のシミュレーション  

今回の匡療一介孟亘費用のシミュレーションは、現状の医療・介邑富サービス提供体制の間貸  

点に関する中間報告での指摘を踏夏え、医療・介謹サービスのあるべき姿を実現するとい  

う視点から、サビス提供体制について一定の改革を行うことを前提に推計（シミュレーショ  

ン）を行ったものであり、「医痛・介荘サービスのあるべき姿Jを具体的に示して行った推計と  

いう意味で、これまでになかったI監十と言えるし   

シ≡ユし一ションを実施するに当たってのポイントは、以下のとおりである。  

・必要な医療・介喜蛮サビスを確保する視点から、大胆な改革を行うことを前提とした。  

・改革シナリオにおいては、サービスの充実強化と効宰化を同時に実施することとし、   

改革の程度に応じた複数のシナリオを裏施しナニ凸  
・経済成長、科学技術進歩、効率化蚕業等、医療賀の伸びに岸；響を与える要因を適正に   

強り込ん仁。  

2D25年での改革シナリオ】亘成を前提に、コ0】5年時点での推古璃古巣を示し、併せて、   

現だの財源塙成を前矧二、2把5年における必要財源の規模も吉塀した．   

シミュレーションの結果については、以下のとおりである（数値は姥；斉前提Ⅱ一1、B2シ  

ナリオに基づく改革を行った場合のもの）。  

・医標・介書留劃共体制について、  

急性期医療の充実封ヒ・効率化（急性期医療の鼠員数売買（現在の一般病床全体  

の平均に比べ倍増の水草に引き上げ）、平均在院日数の短編（現在の一般病床全体  

の宇均に比べ半減（三責状203日から10日へ）バ  

病院病床の観能分化（現状投影シナリオで一恵病床133万床となるところ、急性期  

重患性き掛回復期リハビリ病床等に桧能釧ヒL、悪性期G7万床、葺急性期等⊥1万床、  

合わせて全体として現状程度の病床（約110万床Jで高齢化宗吾増に対応）■  

在宅医環▼在宅介言更の充買〈訪問診療の充実、居住系サービスの充実等による居  

住系・在宅介護利用者の噌（頭状から約jこぅ万人／Bの増）等ノ  

マンパワーの克美琵保（全休で現状の1丁－1S倍に増加）   

を前提とするほか．  

・医療契全体について  
箆京成長や技術違歩に応じた浮びとともに、  

S  

（4）少子1ヒ対策の言責と謹呈皇   

少子化問矧ま、将来の我が匡の経済成長や、年童をはじめとする社会保障全体の持続   

可能性の娼幹にかかわるという点で、最優先で取り組むぺき「待ったなし」の欝裏である。   

不孝6月の中間とりまとめでは、少子化対策は、将来の担い手を育成するー未来への投   

資」として位置付け、就労と結婚・出産・育児の亡者択一構造」の解決を通じた「希望と現英   

の帝諾」の解消を目指し、句仕事と生活の誼粕、②子育て支援の社会的基盤の拡充を「車   

の繭」として取り組むことが重要としている。   

あわせて、我が国の家族政異聞係支出が諸外厨に比べて非常に小さいことから、「匡1が   

責任をもって国・地方を通じた財源の経信を図った上で、大鯉かつ効率的な財政投入を行い、   

サービスの貰・量の抜本的な拡充を図るための新たな制度体系を構築することが必要不可   
欠」とされている。  

（5）新たな制圧体系絹実に向けた基本的視点   

中間とりまとめで指摘した「新たな制度体系の偶語」ヒ関して、保高サービスのあり方や   

育児休業制度の見直Lについては、すでに専門の空言芸貪において、年末に向けて議論が   

始まっているところであるが、今後の喜星論に反8具させていくため、以下のように講題を釜望   

した。  

‡′仕事と子育ての両立を支えるサーヒスの穿と量の確保等  
新たな制度体系淫纂に繹しては、潜剤勺な保育サ～ヒス等の言責に封し、速やかにサ   

ービス提供されるシステムとすることが必要ら  
扇き方の多凛化、子育て支援ニーズの深化・多緩イヒを踏まえ、退路看視点てはなく、子   

どもや講の視点に立った仕組とすることが重責であり、良買なサービスをきちんと選べる   

．、しi  



るコストさらには児童手当をはじめとする子育てに関する緩宗的支提の充実も、緊急性   

の高い保育をはじめとするサービスの充実の優先の必要性にも告志しつつ併せて検討す   
べきL  

少子化対熟が未来への投貨」として、臥他方公共団体、事業主、国民が、それぞれの   

役馴二応じ、焚用を負担していくよう、合意形取が必至。  

〔亘 

今般、医環・介星空男用に関する試算（シミュレーション）を行ったことで、中間報告において示  

した塞援年金に関するシミュレーション、平成19年12月に政府においてとり苦とめた「子とも  

と家族を応援する日本」重点戦略会≡蓋報告とあわせて、社会保障の大宗を占める年金、医痘・  

介諾、少子イヒ対策に関して、それぞれの課題や改革の方向性、将兼必要とされる財源の親授  

について、具休的な姿が明らかになった。  

基穫年金制度については、財政方式を巡る講読があることから、国民会誌では、現行社会  

保険方式による場合と税方式による場合のそれぞれについて定量的シミュt′－ションを行っ  

た。中間報告でも述べたが、建設的な制度改革論護を行うためには共通の土台となる客観  

的・奏泣的デーうに基づく法論が不可欠であり、このシミュレーション絶景がそのような「共通  

の土台となる碁覧賃料jとして意用され、基礎年会の財政方式に関する法論がさらに深まるこ  

とを期待するものである。  

平成16年の制度改革の効果により現行基礎年金制度の財政は安定しており、シLレーシ  

ョン結集からは、免除者の増大や納付宰低下がマクロの年金財政に与える影響は棲定的であ  

ることが示きれた。いわゆる未納問題は現行制度最大の問題であるが、それはマクロの年金  

財政の間男というよりは、未納の増加（とそれによる無年金看・低年金看の発生）が皆年金制  

度の理念を脅かし、将来の低年会音・無年金看の増大によって国民皆年金制度の本来低能で  

あるー全ての国民の老後の所得御車」が十全に絵能しなくなることがより大きな問題であり、そ  

の胡点から、非正規労働者への厚生毎会適用拡大や免除制度の帯封勺活用などの未納対策  

の弓封ヒ、碁隠年金の最低保障法能の強化等が大きな辞退となる。  

仕組とする必要がある。また、病児保育などの多桔なニーズヘの対応も諜乱   

サービス量の抜本的拡充のためにも、  

・ニーズの多顆化に対応した保育の必要性の判断の仕キ旦（ー保育に欠ける」という要件   

の見直し）  

・サービスが必要な人が安心して利用できるような保障の弓引ヒ（権利性の明確化）を協り、   

保育所と利用者が向き合いながら、良質で桑放なサービス提供を行う仕絹  

・民間話力を着用する観点からの多様な提供主体の参入  
・一定の貰が倶たれるための公的責任のあり方  
といった見直しの視点を屋沓蓋えつつ、専門の誓書芸会において主星言烏を深めていく必要があ  

る。   

放課後児童対策について、制度面・予算面とも拡充する必要。   

身近な地域における社会的な子育て支援桧能の強化が必要。   

育児休業制虔ヒついては、短時間勤務制度など柔軟なl動き方を支援することが重要。  

あわせて、男性く父親）の長時間労働の是正や育児休莫の取得偵遥ぬどの働き方の見直  

しが必要。その際．企業澹富者の夏≡鼓改革とともに、企茶内保育施設設置に対する支援も  

富め、企業にインセンティプを与えるような仕組も重要。   

紐割り行政を廃し、サービスを実施する市町村における柔軟な弓娘旦を可能とすることが  

f．・苧．  

②すべての家庭の子育て支援のあり方   
新たな制度体系の楠鞄二当たっては、育児不安を抱える者への対応など、すべての子  

育て家庭に対する支援をより拡充することが必要。   

安心して子どもを産むことができるための妊娠・出産期の支援の拡充が必要。   

母子家庭への支援、社会的萎旺を必衰とする子どもや障害児など特別な支援を必要と  

する子どもに対する配慮が必要。   

地域住民、NPO、企業など、多様な主体の香煙巨協働により、地域の力を引き出すこと  

が必妻．  

③国民負担についての合意形成   
少子化対義は社会保障制度全体の持絹可能性の棍享♀にかかわる政策であり、その位  

掛寸けを明確にした上で、効果的な財源投入を行うことが必要。   

国民の希望する結婚、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要詣lま、昨  

年泉「子どもと家族を応援する日本J重点戦略会誌報告において、15兆円－21兆円と  

推計されているところ】   
また、同試算には吉宗れていないが、施設整備やサーヒスの賃の維持・向上のための  

コスト、社会的壷謹など特別な支援を必きとする子ども這に対するサービスの充実に著す  

10  】l  
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模に基づく消耗税率に換算して、基礎年金について現行社会保険方式を前提とした場合には  
2015年に33～3′5つる程鼠2025年に69も程度、税方式を前提とした場合には2015年に6－  

11％程度、2025年で9－13％程度の新たな財源を必要とする計算になる（経済前提Ⅱ－1  

（医療の伸び率ケースの、医療・介荘B2シナリオの場合）。  

社会像嘩を支える財源には、公費負担以外に保険料負担がある。年金保険料については・  

平成16年改正により将来の保険料には上限が設定され、201一年度以降、厚生年金では柑  

3％r労使折半）、国民年金では169DO円（平成t6年虔価格）に固定される（なお、基礎  
年会について税方式を前提とした場合には．企業や個人が負担している基礎年金相当分の  

夙尉署負担はなくなることになる。）。   

医療■介矧こかかる保険料負担については、今回のシミュレーションによるサービスの充実  

と効率化を同時に実現することを前提とすれば、2025年段階で、現行と上坂重して対GDP比で  

＋15－17サi程度となる。  

また、制度に基づく給付サービス以外に、包のみならず、1也方自治体が様々な形で提供す  

る社会保線＝関わる給付サービスがある。地方分権、地蝮住民のニーズを踏まえた地域の  

実態に即したサービスの奏施という視点からは、このような施策にかかる財源の確保をどの  
ように考えてしヽくかも大書な諾題となる。  

言うまでもなく、私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼で  
きる制度として次の世代に引き濯いでい〈ためには、規在の社会に生きてし、る我々恩民がみ  
な、年矧こかかわらず能力に応じた応分の負担に応じなければならない。  

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必至な場能の強化を実現して  
いくために、今回のシミュレーションの対象でない陣寄者福祉等を含め、あるべき給付・サー  
ビスの姿を示し、それを実現していくための改革の全休像を明らかにしながら，必要な財源を  

安定的に確保していくための改革に莫釧＝取り組むべき時期が到来している。   

遼やかに社会保障に対する国・地方を通じた安定的財源確保のための改革の道筋を示し、  
園長の理解を得ながら具体的な取紺Jニ着手すべきである。  

いて中間報告では、救急医療の開通、地域医療の困窮、産科小児科医の不足などのr当面の  

繋急謀讃」について現段階で出来るだけの対荒を試じていく必要性を指事示しつつ、同時に、こ  

れらの問題の背景にある「構造問題の解決への取組」が不可欠である旨i割乱′た。   

今回の医療・介意空費用に関するシ≡ユレーションでは、中間報告で指摘されている現行制度  

の様々な絹造問題（サービスの不足・非効率な提供システムなど）について、サービスの充実  

と効率化を同時に実施する改革を行い、「医療・介謳サービスのあるべき姿」を実現した場合  

の医療・介提要用Jこついて、大胆な仮定をおいて孟式算を行った。  

今回のシミュレーションの背景にある哲学は、医療の機能分化を進めるとともに急性期医療  

を中・いこ人的・物的資源を集中投入し、できるだけ入院期間を減らして早期の家庭援婦・社会  

復帰を実現し、同時に在宅医療・在宅介護を大幅に充実させ、地域での包括的なケアシステム  

を構築することにより利用者・患者のQOL（生活の質）の向上を目指す、というものである。   

今回示されている医療・介註の将来費用推計は、そのような前提に立ち、一つ一つのサー  

ビスの改革を積み上げて算定しているものであり、この哲学に基づいたサービス提供体制の  

姿が実現されれば．現在の医療・介監とは格段に異なる質の高いサービスが効率的に提供で  

きることになる。この点は、今回のシミュレーションを王里解する上で非常に重要な点であり、で  

きるだけ分かりやすく国民に示していく努力が求められるリ   

京た、もとより、このようなサービスの姿が実現されるためには、安定的な財源の確保のみ  

ならず、サービス伏総体制の計画的整備や専門職穏周の役割分担に関する制度の見直し、  

診療報酬・介護報酬体系の見直し、マン／くウーの計画的毒成・確保、サービス提供者間・多暇  

柱間の連携・ネットワークの仕組の構築、サービスの其の評価など、制度面を含めたサービス  

提供体制改革のための相当大胆な改革が実行されなければならない。   

その意味で、このような改革を実繹に行っていくlこ降しては、実現されるサーービスの姿を分  

かりやすく国民に示し、国民的合意妄得ながら具体的な改革の道筋（エ程萎）を明らかにし、一  

つ一つ詰責に改革を実現していくことが必要であることは言う京でもないu  

さらに、これらに「子どもと家族を応援する日本」重点戦略において示された、少子化対簑の  

充実を回った場合の巽用言頓を合わせれば、社会保障制度の大宗を占める年金、医療・介経、  

少子化封層について、その機能を充実弓封ヒしていく「実現すべき・目指すべきサービスの姿」  

としてどのようなものがあり、それを実現していくために必貢な指末の賀用がどの手呈度のもの  

であるのか、薔ね明らかになるユ   

ニれに、茎定年全国層負担を1侶から〟2に引き上げるたのに必≡な車用を加えれば、社会  

保障の塩鮭廷化のために追加的に必要ぢ園・地方を通じた公費負担Jよその時点での捌  

一二、   

5 おわりに一国民会誌からのメッセーシ～  

いままで、社会保障lこ関し、国民が制度の哲学や埋怠具体的運用などについてトータル  

15   
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に孟㌫鼓する場面は、残念ながらほとんどなかったと言えるであろう＿   

社会保桓別圧は非常に国民に身近なものであり、国民は日常生活の様々な場面で社会保  

障の給付音更け．サーヒスを利用しているにもかかわらず、吉た、少な刀、らぬ負担を税や保  

険料の形で負担しているにもかかわらず、その全体像がどうなっていて、制度の改革が惚々  

人の生活にどのように影響するのか、給付・負担両面での当事者としてきちんと関心を持って  

法論に参加する場面は、なかなかなかったのではないだろうか。  

今段の社会保険庁の不祥事や長寿医療制度を巡る混乱は、キ包めて遺憶なことであり、国   

r厚生労働省）は自らへの国民の信穎回復のために監力をあけて努力すべきであることは  

舌妄酎二ないが、他加、今包のことは社会提障机、かじ毘罠の日常生：至に直ほ大きな雲三  

等を持つ重要な制度であるか宣、政治や行政当局、そして国民自身にも、改めて案悪させるも  

のであったということも言えるであろう。  

今後、社会の憲齢化が進れ負担の増加が退けられない中で、社会俣憶の枝告Eを∃射ヒし、  

同矧＝更別勺な持続できる制度にしていくためには、大胆な制度改革が不可避であり、その  

ような改喜を芙現していくためには、サーゼスの利用者＝受益者であり、同時に負拒看でもあ  

る国別く、文字どおり彗事者として詰論に積極的lこ参加し、国民の乱経で議論を進めていくこ  

とが必須である。   

そのためにも、社会保障制度を、より分かりやすく、利用Lやすいものにしていくとともと、  

社会保障に関する惜領一データの開示、l司罠一人一人のレベルで社会保障の烹封寸と負担を分  

かりやすく示すための社会保惜春号制の導入検討を、国民の含意を得ながら積極的に進めて  

いくことが必要である¢  

社会保障国民会誌は．10ケ月にわたり、現場の声、地域の声をできるだけ取り入れて議論  

してきた。現行の社会保障が抱える問題点を指摘しつつ、社会保障の挨責き鐘化のための今後  

の制度改正に向けた言毒論の土台を示し、社会保障国民会誌は、この最終章丘告をもってその役  

割を終えることになる。   

しかし、社会保障と国民のかかわりに終わりはないコ当事者である国民の声が広く取り入れ  

られるかたちで、この社会保障国民会誌報告＝盛り込まれた提案について、具体的な制度改  

革の道筋を明らかにし、当事看である匡】罠が運吊面での改善が行われているか、制度改正  

への取鴇が進んでいるか、引き続き監視し、書見を述べていくことは、この図の社会保障を守  

り、立て直してい〈ために欠かせない。  

社会保悔は国民自身のものである。国民各位に．自身の社会保障を守るため、拉会をとら  

l」  

えて謹論に春如していくことを威し、、他方、行政には、国・地方を問わず、社会保障に問し国民  

の参加を可能とする唱を設けていくことを提案し、寺冒喜の詫びとしたい。  

ご9・  

魯 地域における相談支援が十分に接能するためにも、多様な支援を必要と   
する精神障害者に対してケアマネジメントを行う桜能の充実を図る。   
あわせて、相談支援の中核を担うべき地域自立支援協言萎会についてもそ   
の機能の充実を図る。その際、地域自立支援協議会への当事者の参画を促   
進する。   

′∋ 精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援については、障害者   
自立支援法に基づく障害福祉サービスと保健医療サービスとの密接な連   
携の下で行われることが不可欠であり、これらのサービスの複合的な挨供   
を含めてその体制の一層の充実を図る。  
また、住まいの場については∴終神障害者が地域生活を営むに当たり最   
も重要な基盤の1つであることを踏まえ、国及び地方公共団体は、その確   
保のために重点的な取組を行う。  

精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援の一層の推進に向けて  
「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会（中間まとめ）」  

平成20年11月2 0日  

今後の精神保僅医療福祉の  
あり方等に関する検討会  

本検討会においては、平成16年9月に策定された「精神保健医療福祉の改  

革ビジョン」（以下「ビジョン」という。）における「入院医療中心から地域生  

活中心へ」という基本的方策を更に推し進めるという共通認識の下、精神探偵  

医療福祉施策に関する抜本的見直しのためのビジョンの後期5か年（平成21  

年9月以降）の重点施策群の策定に向けて、本年4月より検討を開始し、9月  
には、それまでの議論を踏まえ、「これまでの言義論の整理と今後の検討の方向  

性【論点整理】」において論点の取りまとめを行った。   
本検討会においては、この論点に基づき、精神障害者の地域生活への移行及  

び地域生活の支援に関連する事項について、9月以降引き続き検討を進めてき  

たところであるが、これまでの議論を踏まえ、精神障害者の地域生活への移行  

及び地域生活の支援に関し、障害者自立支援法の見直し等に向けた本検討会と  

しての意見を以下のとおり取りまとめた。  

Ⅱ 個別に対応すべき事項  

以下の個別の事項のそれぞれについて、障害者自立支援法、精神保健福祉   
法の改正等の制度的な見直し、障害福祉サービスの報酬における評価の見直   
し、関係予算の確保等により、施策の具体化を回るとともに、国・地方公共   
巨‖本が一体となってその推進に当たるべきである。  

1 相談支援について   

rlJ地域生活の拡充のための相談支援について   

（相言炎支援体制の充実強化）   

○ 精神障害者が病院等から地域生活に移行し、安心して地域生活を富ん  
でいけるよう、総合的な相談を行う拠点的な楼閣の設置等、地域におけ  
る結合的な相談支援体制を充実すべき。  

○ 精柳重言着地域移行支援特別対芸事業において行われている、病院か  
らの退院等に向けた地域生活の準備のための同行等の支援に加え、居住  
サボ鵬卜事業が担っている民間住宅等への入居時の支援や緊急巳引こ対  
応できる地域生活における24時間の支援等について、全国のどの地域  
においても実施されるよう、個々の支援を評価する仕組みに改めるなど  
充実を図るべき。  

▼ ワ  

工 基本的な考え方  

障害者自立支援法の見直し等に当たり、精神障害者の地域生活への移行及  

び地域生活の支援については、精神障害者の特性き十分に踏まえて、以下を  

基本的な考え方とすべきである。   
なお、精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援に当たっては、  

病院等から地域生活への移行を目指す看だけではなく、家族と同居している  

者への支援についても推進すべきである。   

（‡，障害者自立支援法に基づくものをはじめとする相談支援については、日   

常の継続的な支援や緊急時の支援を通じて、精神障害者が安心して地域生   

活を富むことを支えるとともに、地域生活を営む精神障害者に対する緩々   

な支援を結び付け円滑に利用てきるようにする重要な桔能であり、その充   

実弓毒化を今後の施策の中核として位置付ける。  

－1一   

30  



（3）精神保健福祉士の養成のあり方等の見直しについて  

O 「精神保健福祉士の喜成の在り方等に関する検討会」における検討結  
果を踏まえ、精神障害者の地域生活の支援を担うという役割の明確化、  
保健福祉系大学等における養成課程の水準の確保や精神科病院等の精  
獅斗医療蝮関での実習の必須化、資格取得接の妾質向上の責務の明確化  
をはじめ、制度上の対応を図るべき。  
また、実の高い精神保健福祉士の老成のためのかノキュラムの見直し  
について引き続き検討すべき。  

2．地域生活を支える福祉サービス等の充実について   

（1）住まいの場の確保について   

（グループホーム・ケアホームの整備促進・サービスの質の向上）   

○ グループホーム・ケアホームについて、整備費の助成制度や公嘗住宅  
の活用等を通じて、更に整備を促進すべき。  
その際、地方公共団体は、障害福祉計画等に基づく計画的な整備を行  
うとともに、整備実矧＝向けた地域住民との調整を含め、自ら積極的に  

警備を促進すべき。  
また、夜間の安全・安心を確保するための必要な人員体制の確保、支  
援内容の向上等、質の面でも充実を図るべき。  

（公営住宅への入居促進）   

○ 優先枠設定等による優先入居の一層の普及、民間住宅の借上げによる  
公営住宅の供給の促進、先進事例の調査研究やその成果の普及等を通じ  
て精神障害者の公営住宅への入居促進を図るべき。  

（公営住宅のグループホーム・ケアホームとしての活用促進）   
○ 地方公共団体の住宅部局及び福祉部局並びにグループホーム事業者  
の具体的な連携方策を示したマニュアルの作成・普及、改良工事費への  
助成の充実等により、公営性宅のグループホーム・ケアホームとしての  
活用を更に促進すべき。  

（民間賃貸住宅への入居促進）   

O「あんしん賃貸支援事業」の更なる昔及や公的家賃債務保証制度の拡  
充・普及等により、民間賃貸住宅への入居を更に促進すべき。  

（ケアマネジメント機能の拡充）   

○ 精神障害者に対する、医療サービスも含めた総合的なケアマネジメン  

ト機能を充実する観点から、サービス利用計画作成費について、病院等  

から地域生活への移行や地域での自立した生活を営むことを目指す者  
を含め、その対象者を拡大するなど、充実を図るべき。  

○ 精神障害者本人による自己選択、自己決定を尊重しつつ、個々の精神  

障害者の状況に応じたケアマネジメントが促進されるよう、サービス利  

用計画の作成手続について、現在支給決定後に作成することとなってい  

る取扱いを見直すとともに、作成後においても、経続的にモニタリンク  

を実施する仕組みとすべき。  

く自立支援協注会の活性化）   
○ 精神障害者に対する相談支援を効果的に実施するためには、地域にお  

いて精神障害者を支える医療や福祉をはじめとする関係者の有様的な  
連携を構築することが不可欠である。  

このため、相談支援体制において中核的役割を担う自立支援協言責会に  

ついて、その設置を促進し運営の活性化を回ってい〈観点から、その抜  

能の充実を図るとともに、その払能も含めて法律上の位置付けを明確化  

すべき。その際、自立支援協議会への当事者の参画を促進すべき。   

（相談支援の貫の向上）   

0 研修事案の充実等を通じて、相談支援専門員をはじめ相談支援を担う  

人材の養成とその資質の向上を図るべき。  

○ 精神障害者やその家族の視点や経験一体騒を重視した支援を充実する  
観点から、地域における精神障害者又は家族同士のビアサポートについ  

て、その推進策を講ずるべき。  

（2）相談体制における行政機関の役割について  

0 精神障害者やその家族等からの様々な相言斜こ対し、身近な地域におい  

て、より適切に対応できる体制を確保するため、精神保健に関する相言炎  

への対応や、医療に関する相談や複雑国難なケースヘの対応等も含めて  

市町村、保健所、精神保健福祉センターが、適切な役割分担と密接な連  

携の下で、精神保健福祉に関する相談に応じ、適切な支援を行えるよう、  

その体制の具体化を図るぺき。  

払
「
㌧
ほ
∴
蝉
‘
▲
尺
j
∴
隠
 
■
汀
性
†
 
 
 

－ 4－  － 3 －  

（2）生活支援等障害福祉サービス等の充実について   

（訪問による生活支援の充実等）   

○ 地域における精神障害者への継続的な生活支援を確保する観点から、  
訪問による生活訓練の評価の充実を含め、訪問による生活支援の充実を  
図るぺき。  
また、こうした訪問による生活支援を行う機能と訪問診療、精神科訪  
問着謹等の訪問による医療を提供する機能との連携によるものも含め  
て、精神症状が持続的に不安定な患者をはじめとする地域生活を営む精  
神障害者に対する複合的なサービス提供のあり方については、引き続き  
検討を進める。   

（ショートステイ（短期入所）の充実）   

○ 精神障害者が地域生活を継続して営む上で、入院予防的に、又は、一  
時的な休息を取るために利用するショートステイ（短期入所）が、地域  
において確保されることが重要である。  
このため、ショートステイについて、精神障害者本人による利用の拡  
大を図るとともに、単独型のショートステイを含め、その評価の充実を  
図るべき。   

（就労支援等）   

○ 就労系の障害福祉サービスについて、精神障害者の特性も踏まえつつ  
その綾能の充実を図るとともに、雇用施策との連携を強化すべき。また、  
就労系の障害福祉サービスが現在果たしている機能を踏まえ、そのあり  
方について引き続き検討すべき。  

○ 障害者就業・生活支援センターについて、就労面の支援とあわせて生  
活面の支援を提供する楓能の重要性に鑑み、精神障害者による利用が促  
進されるよう、その賃の向上を図りつつすべての圏域での設置に向けて  
整備を進めるとともに∴就労移行支援事業所や医療桜関をはじめとする   
精神障害者の地域生活を支える関係機関との連携を掛ヒすべきG  

O 今後も、精神障害者の特性に応じたきめ細やかな支援が実施されるよ  
う、社会適応訓緯事業の果たしている機能について、障害者施策全体の  
中でその位置付けを明確にし、都道府県等への支援を図るべき。  

○ 雇用支援についても、精神障害者の雇用義務化の環境が早急に整うよ  
う、精神障害者の特性に応じ、予算措置等による雇用支援の一層の権道、  
充実について、引き続き検討すべき。  

－ 5－  

（家族に対する支援）   

0 精神障害者本人だけではなくその家族を支えるとともに、本人と家族  
との自立した関係を構築することを促すという視点も踏まえ、上記の施  
策を進めるなど∴効果的な家族支援を一層推進すべき。  

3．精神科救急医療の充実・精神保健指定医の確保について  

（1）精神科救急医療の充実について  

○ 地域の実情を踏まえつつどの地域でも適切な精神科医療を受けられ  
る体制の確保を図る視点から、都道府県による精神科救急医療体制の確  
保やモニタリングの実施等について、制度上位置付けるべき。  

○ 精神科致急医療と一服救急医療の双方を必要とする患者に対する適  
切な医療の提供を確保する硯点から、精神科救急医疲と一般救急医療と  
の連携についても制度上位置付けるべき。  

（2）精神保健指定医の確保について  

○ 都道府県等が、措置診察等を行う精神保健指定医の確保について積極  
的に実施している先例を参考に、医療積層及び指定医への協力依頼や、  
き高書制等の体制整備に努めるよう促すべき。  

0 精神保健指定医について、措置診察等の公預具としての業務や精神科  
政急医療等の都道府県における精神医療体制の確保に協力すべきこと  
を法律上規定すべき。  

○ また、失念等により精神保健指定医貸格の更新期膿を超えた場合につ  
いては、例えば、遷幸云免許と同様に、再取得の際に一定の配慮を行うよ  
う、制度上対応すべき。  

○ なお、措置診察に全国一律に輪番制を導入することや、措置診察等の  
業務への参画を精神保鍵指定医の資格更新の要件とすることについて  
は、上記の確保策の効果を検証した上で、その適否を含め将来的に検討  
することとする。  

ー 6－  
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4 入院中から退院までの支援等の充実について  

○ 精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援等の施策の推進  
体割について制度上位置付けるべき．  

その際、精神保健医療福祉に従事する看について、相互に連携・協力  
を図り．精神謄害者の地域生活への移行や地域生活の支援に取り組む責  

務を明確化すべき。  

○ 病院等から地域生活への移行を目指す精神障害者に対する個別支援  
の充実強化とともに、自立支援協議会等の穣能の活性化等を通じて、地  

域資源の開発や地域における連携の採菓等、地域生活に必要な体制警佑  

を行う機能についても、引き続き充実を国るべき。  

○ 長期にわたり入院している積神障害者をはじめ、入院中の段階から地  
域生活への移行に先立って、試行的にグループホーム等での生活の体騒  

や適所系の福祉サービスの利用ができる仕組みとすべき∪  

Ⅲ 今後の検討に向けて  

本検討会においては、今後、ビジョンの後期5年間の重点施策群の策定に   

向けて、精神保健医療に関する事項や国民の理解の深化（普及啓発）に関す   

る事項等、この中間まとめに盛り込まれていない事項について、r論点整理」   

に基づき、集中的に検討を行い、今後の精神保健医療福祉施策の全体像の取   
りまとめを目指す。  
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安心と希望の介護ビジョン  のつながりを持って生きていける社会を割らなければならない。住み慣れ土地域の中  

でどのように暮らし、生きていくか、まずは、私たち一人一人が考え、選択していく  

必要がある。そして、私たち一人ひとりが、人とのつながりを持って生きていける社  

会を創ることによって、世代、心身の状態を超えて一人ひとりが必要とされ、生きが  

いを持って生毒ていくことができると共に、介護が必要な高齢者やその家族が社会の  

中で孤立することを防く■ことを目指さなければならない。   

ただし、一人ひとりの多接な選択肢へのニーズに対して、個々人の力（自助）だけ  

でも、全国一径の政府施策や介護保険だけでも十分に対応することはできない。地域  

コミュニティにおいて一人¶人が支え合い、役割を持って生きていくための「共助」  

の仕組みを垂儒する必要がある。   

そのために、各地域において、その他域の「人財」とi酋在的な意欲を発掘し、「でき  

ること」と「必要とされること」を結び付け、高齢者が主体的・積極的に活動するた  

めの「土寡」づくりの担い手役となりたいという意欲ある地域の高齢者や住民（「］ミュニテ  

ィ・つ－トコイイトク（高齢者地域活動推進者）」（仮称）に対して、先進的寧例や様々な  

ノウハウを修繕できる撒会を提供（今後10年間、年間300人ずつ蓋出）し、地主或の創  

意工夫を活かした「鳩」づくりを応援していく。   

平成20年1】月20日   

遥高齢社会を迎え、我が国の将来への不安が広がっている。   

今後10年以内に、いわゆる「団塊の世代」である昭和20年代前半生まれが65  

歳以上の高齢者になりきり、高齢者数が急増する。これによって、介護・医療▲年会  

にかかる社会保障章が増大することへの不安。全人口が減少し、高齢者が人口の4分  

の1を占めることによる経済停滞への不安。人生85年時代に、老後の長い時間を幸  

せに暮らせるのだろうかという不安。高齢者を支える介護・医療を担う人材が十分に  

確保できるのか、また、その仕事にやりがいを悉じて働ける人が増えるのかという不  

安。   

一万で、同時に、これまで豊かな超高齢社会に向けて実現してきたことも考えあわ  

せる必要がある。介護イ呆険が始まって以来、「介護は家族がするもの」という考え方か  

ら、「介語を社会として支える」基盤が作られ、措置としての福祉から選択できる介謹  

サーヒスヘと変化してきている。その中で、様々な担い手が介護に参画できるように  

なり、介言射掛ま搬業として確立してきた。介護が必要な状態になっても、介護の現場  

では尊慮をもって自立した生活を送れるような取り組みが始まっており、地域ではお  

互いを支え合おうという地1或活動も始まっている。   

募る将来の不安を薫り越え、．「安心」と「希望」を抱いて生活できる違高齢社会を築  

いていくためには、これまで築いて舌た基盤を充実させ、新しい選択肢を手長み重ねて  

い〈必要がある。  

私たちは、「安心」と「希望」の芙矧こ向け、3つの芙謁すべきことをビジョンとし  

て掲げる。   

まず、高齢者の増加を、即ちマイナスと捉える基本的な発想を改める必要がある。   

これまで高齢であること、要介讃看であることは、社会的弱者であり、保議される  

ぺき存在と考えられて舌た。社会に価値を生み出す「生産年齢人口」は15～64護  

と定透され 60代、70代は建済社会の負担と考える風潮があった。しかし、今日  

ては、60代から新しい仕事壬始める人、70代ても地主或活動などに勤しC人、要介  

護者になっても何か人の役に立ちたいと考える人たちがたくさんいる。   

私たちは、たとえ高齢、要介護になっても、最期まて生き方に選択月支を持ち、人と  

一】－  

二つ目に、たとえ介動く必要となっても、住み慣れた自宅やi也1或で住み読けるため  

に、高齢者の生活を支える介喜窒の貰を一層高めていく必要がある。   

妻介護者の自宅での生活を支えるために、24時間・365日安心して在宅生活を  

送れるような基盤整備を推進していかなければならない。晒せて、要介護であっても  

残存する自らの能力を大切にし、その維持・向上を図ることによって、できるだけ自  

立した生活を目指すために、リハビリテーションを積極的に推進する必要がある。さ  

らに、利用者が生活を支える介護と医療の紺ぎ目を感じることなく利用でき、医療と  

介護の間に挟まり、どちらからも救済されないということのないよう、両者の連携が  

十分に確保されている環境重整備していく必要がある。また、要介護高齢者の増加は、  

慣性都区療ニーズの増加も意味しており、その二【スに適切に対応できるような基盤i  

砥保・ネットワーク整描を進めていく必要がある。   

そのために、地域の特性、住民ニースとサービス堅備の据兄に応じて、利用者の選  

択肢を増やし、財政的にも合理性の高い24時間・365日のサービス提供池島や安  

心の砦となる施設の計画的・戦略的な整備や、要介護高齢者のニースに対応した慢性  

期医昂基盤の確保、救急医療に係るネットワークの重偵を進める。同時に、自宅での  

～生活に必要な心と鮒の糎の即夏＼靴の予防を目指す「在宅生活三削ハヒ頼   
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にわたって質の高い介護サービスを実現していくには、介護従事者の致を確保すると  

共に、介護従事者が質の高い仕事をできるよう社会全体でサポートしていく必要があ  

る。桔Iこ、介護保険は主に保険料と公費で成り立っており、そこから収入を得る介護  

草葉者は、介護従事者の労働条件の整備、専門性とやりがいの向上といった環境づく  

りに公的な責任力くあることを強く自覚していかなければならない。介護事業者には、  

介護従事者の処遇改善に取り組むことによって、優秀な人材の確保や栄職率の低下を  

実現し、高齢者や豪族が安心して生活で亘る地域を冥現していくことに貴献しなけれ  

ばならない。   

そこで、介護従事者の雇用環境委改善していくために、「各事業所における介護従事  

者の処遇に関する情報の積極的な公表」を推進する。同時に、「介護従事者の専門性向  

上などの相続教育の充実」「介護従事者の処遇改善に資する介護報酬の設定」「新規人  

材の育成」などの環境整備に取り舶んでいく。  

遠高齢社会における「安心」とは、たとえ高齢、要介護となっても多様な生き方や  

必要なサービスを選択できることであり、超高齢社会における「希望」とは、年齢や  

心身の状態、所得の多寡や家族の有無に関わらす、一人ひとりが大切にされ、必要と  

され、自らの持つ知恵と力を活かせることだと考える。   

その実現のために、これまで構賛してきた制度、培ってきた人材や地域社会、積み  

重ねてきた経験を活かし、これからの手土会を支える担い手として、自ら人生を閃こう  

とする人たち、地域の共助に参画する人たち、介諾を担う人たちが尊重されその持  

てる能力を発揮できる環境喜作らなければならない。そのために、政府、企業、地域、  

国民が知層と力を結集することが、今、求められている○  

政府において1ま、本ビジョンで示した施策を実現するために、計画的に取り組んで  

いくことを要請する。  

ーション拠点の整備」、必要な知識・技術に関する研修を受けた介護従事者が、医師や  

看護師との連携の下に、医療的なケアのニーズが高まっている施設において、繹菅栄  

煮や喀痍噴引を安全性力く確保される範囲内で行うことができる仕組みの整備、地域包  

括支援センターを舞台に介護従事者と医療従事名がチームとして要介護者を支探する  
「チーム・ケアの推進」などに取り組み、介護の実の向上を目指していく。導引こ、言霊  

知症については、介護と医療の連携委進め、認知症の進行と症状、合併症に対する知  

識を関係者、住民が幅広く共有し、連携して対応できる基盤萱整備していく。   

－また、これらのサービスの裏打ちとなる介護保険のあり方について、医療保険との  

より緊密な連携・整合性の確保を図るぺく、包括的に議論を行っていく。   

介護保険は、高齢者が要介言引犬態になっても、尊厳を保持し、能力に応じ自立した  

日常生活を営むことができるようにするという、高齢者本人を支援するための制度で  

あるが、そのような高齢者を身近なところで支えている家族に対しても、日を向ける  

必要がある。   

そのために、適切な休息（レスバイト）や、介護サービスの充実などを通じて、要  

介護高齢者の介護を行う家族の介護疲労や介護負担かできるだけ軽減されるようにす  
るとともに、要介護高齢者の介護を行う豪族に対して、適切な介護情報や、介護知識・  

技術を習得できるような機会を提供していく。同時に、働きながら妻介護高齢者の介  

護をしている家族が、仕事と介護を両立し、無理なく働き続けることができるよう、  

現行の介護休業制度（長期の休業）に加えて、一日単位で取得でさる介護のための短  

期の休暇制虔を設けることを検討するなど、要介護高齢者の家族も支え、豪族自身の  

生j舌を大切にしていけるようにするための仕組みを整備していく。  

三つ目に、介護従事者が働きやすく、介護の仕事に講りとやりがいを持って生き生  

きと取り組み続けていくことができるための環境整備に取り組む必要がある。   

現在、ホームヘルパー（言方間介護員）の研修修了者は326万人（2006年度時  

点）に上っているが、2007年度の介護関係職種の離職率2l．6％は、全産業の  

平均】5．4％（2007年度）を上回っている。また、介講福祉士資格保有者（4  

7万人（2005年））の4劉（20万人）が介預等の業務に従事していない潜在的介  

護福祉士となっている。この要因として、介護従事者の雇用環境が悪く、ワーク・ラ  

イフtバランスが嘉しく、負担の大きい勤務となっていること、介領分野でのキャリ  

アアップが見えづらいことなどが要因として考えられる。   

2025年までに、介護人材が現在の約2倍必要となるという予測もある中、将来  

－ ヽ －  
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「安心」と「希望」のある超高齢社会を実現するために、  

2025年を見据えて取り組む施策  

戯原好プて〝   

く1）コミュニティ・ワーク・コーディネーター（仮称）の輩出  

ゴ，＿⊥級＿＿庄色好ホ重点豊里馳壁！地   

（1）在宅生活を支探するサービスの基盤整備～〟静盈打勝  

○地域の特性、地域の介謹事業者数、拠点・施設の状況、自治体の緊急通報サービ   

スなどの独白塙策を考慮した、在宅サービス拠点や安心の砦となる施設の計画   

的・効率的・戦略的整備  
○なじみのある関係にある事業者からのサービス提供等により、高齢者が住み慣れ   

た地域でZ一時間・365日安心して生活できるよう、訪問介頸・坊間看言空のネッ  

トワーク整備に向けた事業者数の確保と、適切な道営方法の整備 ○要介護高齢者のニースに対応した慢性期医療基盤の確保、救急医療に係るネット   
ワークの整備 ○妻介護高齢者の家族を支えるため、適切な休点（レスバイト）や、介謹サービス   
の充実、適切な介護情報、介護知識・技術を皆得で蔓るような機会の接供、介護   

のための短期の休暇制度の検討  

○意欲のある地域の高齢者や住民が、主体的・措極的に活動するための場を自ら立   

ち上げ、推進できる環境引乍るため、地域の高齢者や住民の抱える課題（求めて   

いること）と、自らの持てる力を活かしたい高齢者（要介護者を含む）の「でき   

ること」を結び付け、高齢者が主体的・積極的に参画するコミュニティ・ビジネ   

スや互助事業などを育成する「キーパーソン」．になりたい、という意欲のある地   

域の高齢者や住民（「］ミュニテイ・ワーク・〕一デイ幸一クー（高齢者地域活動推進者）」（仮称））   

を地域から募集する。   

そして、地域独自の「喝」づくりに積極的に取り組んでいる先進的事例や、こ   

のような取組を成功に結びつけるための様々なノウハウ（暗黙知）を「］ミュニテイ・   

ワーク・コーデイトクー」が修得できる機会を厚生労働大臣が提供する。  

O「コミュニティ・つ一ケ・コーデ石トト」は、年間300人（10年間で3，000人）輩出すること   

とし、それぞれの地域において、地域の創意工夫を活かした「塙」づくりに積極   

的に取り組む。  
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（2）在宅生活支援リハビリテーションの強化ル磨摘㈱プてL  

○訪問リハビリステーションの創設、既存施設における在宅生活を常に念頭に置い   

たリハビリテーションの推進など、在宅生活支援リハビリテーション拠点の整備   

と貨の向上に向けた取組の推進  
O「維持すれば十分」などといった関係者の恵投改革を促すため、いわゆる「維持   

期」リハビリテーションの呼称の見直し  
（2）地域包括支援センターのコ主ユニティ支捷機能の強化  

○地政包括支援センターにおいて、高齢者の生活委総合的に支える中核的役割を担   

うために、介護、医療の従事者に加え、地域活動者、地域ボランティア査含めた  

「コミュニティ会議」を開催する。  

○要介護高齢者や認知症高齢者等の在宅生活を支援する「地域の守立て役」として   

地域包括支援センターが円滑に機能している好事例を収集し、紹介する。  

○地紋包括支援センターについて、地域の高齢者やその家族が生活を還る上で、何   

か囲ったことがあった場合の最初の「総合相談窓口」としての位置付けを明確に   

し、その機能強化を図る。  

（3）医療と介頑の達槙強化・・原穿と脚を虜〃るごとの射lよぅに～  

画頭  
○介護従事者が笠の高い結合的なケアを提供できるようにするため、将来的には、   

医師や看護師との連携の下に、介護の現場で必要な医療行為を行うことができる   

ようにすることを含め、資格・研修のあり方の積討  

0当面、利用者の重度化が進み、夜間も含めた医療的なケアのニーズが高まってい   

る施矧こおいて、必要な知三範・技絹に関する研修を受けた介護従事者が、医師や   

看讃師との連携の下に、経菅栄菱や嗜癖明引を安全性が確保される範囲内て行う   
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ことができる仕娼みの整偏  連携の下‾ぐ、その活用を一層促遅  

○医療関係者と介言彗関係者か同じチームの一員として個々の高齢者に最適なケア   
を提供するチーム・ケアの－一層の推違、地矧こおける最適な医療・介護の手長供シ   

ステムを議論するため、関係楔関や団体等力く一堂に会した「地域ケ7推進会議」   

（順拓）の立ち上げ  

○安心・尊慮のある最期を迎えることがで舌るよう、関係楊枝間の達矧こよる緩和   

ケアの積極的な推進  
○医療関係者・介護関係者の責成喜実程等における介護・医療晦聞の協働や連携を学   
習する美智の実施、ケアマネジャー等に対する医療研修の実柘  

巨竺禦空室当  
⊂〉退院寺麦の在宅生．吉への享多寺子にイ乗る医療と介吾蔓の連携壬強イヒするための病院とケ   

アマネジャー・地域包括支援センターとの間の引経ぎ連絡体制の確立   
例〉入院中に胃磨が追設されたとしても、地域包括支援センターの連絡調整の  

下、医療関係者と介護関係者か十分な連携を回ることにより、建菅栄養を  

行いつつ、経口栄養への復帰を自指すケア  

0医療保険による診療報酬と介護保険による介護給付の連動性・整合性の尉呆に向   

けた取相の推進  

（5）地域の特性に応じた高篇着任宅等の整備～題酬応しカ配合廊プく〃”  

0地域ことの高齢化の度合いや地域住民のニーズなど、地域特性に応じた高齢者の   

住まいや終のすみかとしての施設の整備   
※ 公的賃貸性宅のケア付き住宅化（生活支援サービスや介護サービスの付い   た住宅）や 

、既存住宅のバリアフリー化の推進、社会インフラの整備、「早め  

の住み替え」を促す高齢者住宅やケア付き住宅の整備などを他陽樹生に応じ  
て計画的に整備。その際、福祉政策と住宅政策との緊警な連携、ケアの質の  

碇提といろ祖占が必要   
※ さらに、「既に高齢化がある考量反〕生んているま也フ号音β」と「今後高齢化が急速  

に進む都市部」という視点だけではなく、都市部の中でも、「医療税関や両翼  

施設等の社会的インフラが充実している筒中」、「社会的インフラがある程度  

整っている大規模団地」、「街中から一歩離れた新興住宅街」という視点を加  

えることが必要  

0高齢者のみの「集住」とならす、地鳳こ常に開かれた鳩として、多せ代受託堪能   

を持つ小規模の住宅や施設の整備  

（4）認知症対蓑の充実～淵斎あ挫野澤丘．磨／ナスカ丁いく丈カに～  

○認知症の進行と症状、合イ井症に対して、医療と介護が連携して対応で章るように   

するための地域のかかりつけ匡、介護従事者等に対する認知症研修の芸施、地域   

ての総合的なケアの提供を謹めるための地域レベルでの検討会の設置、認知症医   

療と介護の橋渡し役としての地域包括支頒センターの携能強化  
○詑知症高齢者の症状、本人の絹性、終末期などライフステージに対応した言禦犯症   

ケアの標準化、介護現場への普及に向けた取組の推進  

○認知症高齢者の持てる能力を積極的に評価した、社会との低量づくりの拡大  

○認知症高齢者の実態把握、及びその冥態把握の結果も踏まえた、小規禎多機能型   

居宅介護など、喜怒知症ケアに対応した介護サービスの基盤整備  

○認知症高齢者を地域で支えていくため、住民による「認知症サポーター」の普及  

0判断能力が低下した高齢者を虐待や消費者撼害なとから守り、必要な支援を得る   

ことができるようにする制度である成年後見制度について、弁護士や司法富士、  

社会福祉士などの専門職や、高齢者の権利凝儀のための相談支援を行っている匝  
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○離職看護師の介護分野での現場復帰のための再研修の実施．訪問看護ステーショ   

ン設立支援などの取組  
○フリーター等の介護未宗男奏者を積極的に雇用する事業者への支援など、介漁夫繕験   

遥」盆産道垂豊⊆と三三象塾包と基望嘘   

（1：ト各容器所における介隷従奉書の処遇に関する暗諾の公表  

者への就業支援  
○高校生向けの説明会、高校生・大学生の介讃現場でのインターンシツ   

ど、介護専門職志望者の拡大のためのM  

O福祉人材／＼ローワーク（鯨祢）の創設など、人材確保支援の弓削ヒ   

C介護従事者の処遇改悪により、介護従事者の士気の向上、ひいては介護の雲   

上を促すために、各事業所における介護従事者の労働条件や給与水準、教   

など、介護従事者の処遇に関する情報の積極的な公表を推進（基本的にす   

事業者が公表することを目指す）  

○ハローワークにおりる公表情報の積極的な活用の権道  

（2）介東征革者が誇りとやりがいをもって働くことができる浸環の整偏  

○介護従事者の処遇改善に資するための介讃儲酬の設定  
○効率的な事業経営を行うために参考となる経営モデルの作成・提示  
○事業所における介護従事者のワーク・ライフ・バランスヘの配慮の促進  
○介護従事者の専門性向上などの継続教育の充実を目的とした、社会人大学・大学   

院での学習機会の拡大、介隷従草書の能力開発等を行う事業者への支享髪  

○介護の質の評価、ひいては介護従事者の技能の評偶に資するような7ウトカム指   

模のあり方についての桧討  
○長期間勤務杢推進するための、資格や経属貪等に応じたキャリアアップの仕紹みの   

構築、介護従事者のキャリ7・サポートの充実  

O「介護の日」や国民の積極的な介護体験、介護現場からの積極的な情報発信を通   

じた、介護暇の役割や魅力に対する国民の訳書哉・理解の深化、介護従密着が語り   

とやりがいをもって御ナるような社会的意識の百喜成  
OEpAにより入国した外国人介護従事者への適切な処遇  

○介護従事者の負担軽減や介護の実の向上に貸するような介護ロボットや福祉用具   
等の研究開発の推進  

（3）介護従事者の確保・育成 磯－㌻∂脚ニース、J淵訂～  

C選挙会制度の拡充など、社会福祉士、介護福祉士なとの専門獄を育成する養成校  

を志望する学生への支援  

」   ≡0潜在的介護福祉士等の咤り起こし、朋復帰に向けた再研修の莫施  
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